
おとな分科会について 

 

１ 設立趣旨 

 おとな分科会の開催にあたっては、市内の障害のある 18 歳以上の方々を

取り巻く課題を集約する組織づくりの前身として、おとな部会サロンを立ち

上げ、様々な課題について議論を尽くしてきた。その中でも、就労について

はこれまでも当事者活動や就労継続支援 A 型・B 型事業所の商品販促活動を

通じた事業所 PR 活動など、市内でも活発な活動が行われており、それぞれ

の活動の参加者からもご意見を集約してきたところである。平成２９年１１

月から現在まで、計 4 回数の分科会、計 5 回の事務局会議を開催した。市労

政課や久留米市公共職業安定所にも出席を依頼しており、久留米市の障害者

雇用の実情と取り組みについて確認をしている。 

 

２ １年間の取り組み 

・分科会開催回数（平成 29 年 8 月から平成 30 年 7 月まで） 

計 3 回開催 

第 1 回 平成 29 年 12 月 7 日 15： 30～ 17： 30 市庁舎 14 階会議室 

第 2 回 平成 30 年 2 月 16 日 15： 30～ 17： 30 市庁舎 14 階会議室 

第 3 回 平成 30 年 5 月 25 日 15： 30～ 17： 30 市庁舎 308 会議室 

 ・事務局会議 

   計 3 回開催 

  第 1 回  平成 29 年 9 月 5 日 

  第 2 回  平成 30 年 1 月 26 日  

  第 3 回  平成 30 年 3 月 29 日  

 ・その他 

   久留米市労政課への聞き取り 平成 30 年 2 月 1 日  

  

３ 課題 

１．一般就労について 

   １）企業側への働きかけ  

     すでに職業安定所の雇用指導官が実地指導をしていたり、久留米

市労政課と障害者就業・生活支援センターが行う企業向けセミナ

ーが開催されているものの、市内の未達成企業の一部には、啓発

が必要な状況がある。  

   ２）企業と福祉の接点  

     職業安定所の専門援助部門や就労移行支援事業所、障害者就業・

生活支援センター以外の福祉分野と企業との接点は少なく、障害

のある方の就労に関する潜在能力を企業にアピールするために

は、採用担当者と就労継続支援 A 型、B 型、相談支援専門員等、

障害当事者を知る福祉専門職との情報共有の場が必要ではない

か。  

   ３）幼少期からの教育  



     特別支援学校や特別支援学級等に所属する障害のある児童は幼

少期から障害福祉サービスに触れる機会が多く、いずれ一般就労

をするというよりも、福祉的就労に結びつきやすい。学校教育や

家庭の中から就労を考えていく機会をもっていくこと、就労をす

るために必要な自立を考えていくことが必要ではないか。  

 

 ２．福祉的就労分野について  

   １）就労継続支援 A 型事業所の特異性  

就労継続支援 A 型は、障害のある方の労働の機会の場と賃金を保

障する福祉サービスでありながら、その賃金は障害のある方の労

働力を収益に結びつけ賃金に還元しなければならない。福祉的就

労支援の視点と収益の追及の視点を内包するという点では、他の

福祉サービスとは異なる経営マインドが必要となる。特に平成 30

年度の報酬改定ではよりその特色を帯びてきており、今後市内の

就労継続支援 A 型事業所に対してどのように収益を確保してい

くかを考えていく場が必要となってくる。  

   ２）循環型の就労支援  

     とくに精神障害のある方の場合、これまで一般就労をしていたが、

なんらかの理由により働けなくなってしまい、精神科デイケアや

就労継続支援 A 型・B 型の利用に繋がるケースも少なくない。こ

のような方々が再度一般就労を目指すためには、医療、福祉の連

携はもとより、再度一般就労に戻っていただくような現場の取り

組みが必要になってくる。そのためには、本人が就労に向けてど

れだけ準備ができているのかをアセスメントする必要がある。現

状は医療、福祉に共通した就労アセスメントのツールはない。  

 

 ３．一般就労への社会的障壁  

    身体的な行動制限がある場合においては、通勤場面や排泄、食事等

の介助が必要であるが、高学歴で資格を持たれている障害のある方

も増えてきている。このような方々の支援については、居宅介護や

移動支援などの障害福祉サービスは利用できないため、自助、公助

に頼らざるを得ず、それらが得られない方々に関しては就職をあき

らめざるを得ない。  

 

４  事業計画 

   平成 30 年度のおとな分科会では、当事者や福祉関係者のみならず、市労

政課やハローワークにも参画を呼びかけ二か月に一度の頻度で開催し、障

害者の就労場面の実情を探り、課題を見出してきた。これからも同様の頻

度で分科会を開催する予定。  

  平成 31 年度においては障害者雇用の啓発・促進と、報酬改定のあった就

労系福祉サービス事業所の情報共有・収益確保に結びつけるための勉強会

等を企画・立案していく。  


